
貸 借 対 照 表
EEEEEEEEEEEEEE

平成 22年３月 31日 （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部） （負債の部）
．流動資産 8¶341¶304 ．流動負債 8¶232¶422

現金及び預金 7¶908¶140 運営費交付金債務 1¶497¶815

売掛金 288¶318 預り施設費 21¶754

貸倒引当金 � 3¶158
EEEEEEEE

預り寄附金 283¶926

小計 285¶159 買掛金 1¶329¶515

たな卸資産 123¶937 未払金 4¶629¶890

その他の流動資産 24¶068 前受金 116¶847

貸倒引当金 � 0
EEEEEEEE

短期リース債務 267¶600

小計 24¶067 その他の流動負債 85¶073

．固定資産 37¶497¶908 ．固定負債 8¶525¶423

１．有形固定資産 36¶693¶961 資産見返負債 8¶390¶610

建物 36¶006¶773 資産見返運営費交
付金

5¶808¶365

減価償却累計額 � 17¶409¶640
資産見返寄附金 39¶272

減損損失累計額 � 57¶552
EEEEEEEE 資産見返物品受贈

額
2¶025¶637

小計 18¶539¶580

建設仮勘定見返運
営費交付金

517¶335構築物 1¶107¶335

減価償却累計額 � 594¶302
長期リース債務 132¶578減損損失累計額 � 1¶169

EEEEEEEE 長期預り寄附金 2¶234
小計 511¶863

負 債 合 計 16¶757¶845機械装置 12¶171¶819

（純資産の部）
減価償却累計額 � 8¶602¶921

EEEEEEEE

．資本金 33¶648¶457小計 3¶568¶898

政府出資金 33¶648¶457医療用器械備品 2¶366¶085

．資本剰余金 � 5¶583¶287減価償却累計額 � １¶535¶491

資本剰余金 12¶612¶694減損損失累計額 � 23¶229
EEEEEEEE

損益外減価償却累計
額

� 18¶128¶057小計 807¶364

損益外減損損失累計
額

� 67¶923
車両運搬具 92¶535

．利益剰余金 1¶016¶197

減価償却累計額 � 80¶980
EEEEEEEE

前中期目標期間繰越
積立金

2¶933

小計 11¶554

目的積立金 16¶925

工具器具備品 15¶885¶176

利益積立金 795¶418

減価償却累計額 � 11¶941¶531
EEEEEEEE

当期未処分利益 200¶919

小計 3¶943¶645

（うち当期総利益 200¶919)

その他の有形固定
資産

46¶558

減価償却累計額 � 24¶150
EEEEEEEE

小計 22¶407

土地 8¶771¶311

建設仮勘定 517¶335

２．無形固定資産 8¶285

電話加入権 8¶240

その他の無形固定
資産

45

３．投資その他の資産 795¶661

長期性預金 795¶418

長期前払費用 243

破産債権等 569

貸倒引当金 � 569
EEEEEEEE

小計 ` 純 資 産 合 計 29¶081¶367

資 産 合 計 45¶839¶213 負 債 純 資 産 合 計 45¶839¶213
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特定計量器型式承認

〇独立行政法人産業技術総合研究所公告第 84号
計量法（平成４年法律第51号）第76条第１項の
規定に基づき、平成22年10月28日付けをもって次
のように特定計量器の型式を承認したので同法第
159条第１項第５号の規定に基づき公告する。
平成 22年 11月 12日

独立行政法人産業技術総合研究所
理事長 野間口 有

１、承認番号 第Ｓ101号
２、名称 株式会社堀場製作所
３、住所 京都府京都市南区吉祥院宮の東町２番
地
４、特定計量器の種類 ガラス電極式水素イオン
濃度検出器

１、承認番号 第Ｓ102号
２、名称 株式会社堀場製作所
３、住所 京都府京都市南区吉祥院宮の東町２番
地
４、特定計量器の種類 ガラス電極式水素イオン
濃度検出器

１、承認番号 第Ｄ1065号
２、名称 近江度量衡株式会社
３、住所 滋賀県草津市東矢倉３丁目11番70号
４、特定計量器の種類 非自動はかり

独立行政法人都市再生機構公告

独立行政法人都市再生機構埼玉地域支社公告第10

号
さいたま都市計画武蔵浦和駅第１街区第一種市
街地再開発事業に係る権利変換計画を変更したの
で、都市再開発法（昭和44年法律第38号）第86条
第１項の規定に基づき、下記のとおり公告する。
平成 22年 11月 12日
独立行政法人都市再生機構埼玉地域支社

地域支社長 渡辺 輝明
記

１ 第一種市街地再開発事業の名称
さいたま都市計画武蔵浦和駅第１街区第一種
市街地再開発事業
２ 施行者の名称
独立行政法人都市再生機構

３ 事務所の所在地
埼玉県さいたま市南区別所七丁目15番30号

４ 権利変換計画に係る施行地区に含まれる地域
の名称
埼玉県さいたま市南区別所六丁目、七丁目及
び沼影一丁目の各一部
５ 権利変換計画の変更をした年月日
平成22年10月18日

以 上
独立行政法人放射線医学総合研究所第９期事業年度財務諸表に
関する公告

独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第38条第４項に基づき、第９期事業年度（自 平成
21年４月１日 至 平成22年３月31日）独立行政法人放射線医学総合研究所の財務諸表について次の
とおり公告します。
平成 22年 11月 12日 千葉県千葉市稲毛区穴川四丁目９番１号

独立行政法人放射線医学総合研究所
理事長 米倉 義晴
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